
財務諸表に対する注記

(単位：円)

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

45,000,000 0 0 45,000,000

45,000,000 0 0 45,000,000

7,182,955 459,131 0 7,642,086

4,500,000 250,000 27,700 4,722,300

11,682,955 709,131 27,700 12,364,386

56,682,955 709,131 27,700 57,364,386

(単位：円)

当期末残高
(うち指定正味財産からの充当額) (うち一般正味財産からの充当額) (うち負債に対応する額)

45,000,000 (0) (45,000,000) ―

45,000,000 (0) (45,000,000) ―

7,642,086 (0) (0) (7,642,086)

4,722,300 (0) (4,722,300) ―

12,364,386 (0) (4,722,300) (7,642,086)

57,364,386 (0) (49,722,300) (7,642,086)

(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

304,599 106,608 197,991

304,599 106,608 197,991

　　(1)　引当金の明細

(単位：円)

目的使用 その他

7,182,955 459,131 0 0 7,642,086 退職給付引当金

期首残高

科      目

その他固定資産

　ソフトウェア

合      計

５．その他公益法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするた

　　めに必要な事項

当期増加額

当期減少額

期末残高科目

科      目

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

   (直接法により減価償却を行っている場合) 

    固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

小      計

合      計

  １２５周年記念事業積立資産

  退職給付引当資産

小      計

特定資産

  定期預金

基本財産

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

    基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

小      計

合      計

  退職給付引当資産

  １２５周年記念事業積立資産

科      目

  定期預金

基本財産

小      計

特定資産

    (3)  消費税等の会計処理

　　　　　消費税等の会計処理は、税込処理による

　　　　　る金額を計上する

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

    基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　　　　　退職給付引当金…職員の退職給付の支給に備えるため、期末自己都合要支給額に相当す

１．重要な会計方針

    (1)  固定資産の減価償却の方法

　　　　　有形固定資産及び無形固定資産…定額法による

    (2)  引当金の計上基準


